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令和４年司法試験結果に対する会長声明 

 

１ 本年９月６日に発表された令和４年司法試験最終合格者数は１４０３人で

あった。 

２ 司法試験は、「裁判官、検察官又は弁護士となろうとする者に必要な学識

及びその応用能力を有するかどうかを判定することを目的とする国家試験」

（司法試験法１条）である。上記判定を行う司法試験委員会は、司法試験受

験者に法曹として必要な学識及びその応用能力があるか否かを厳正に行わな

ければならない。 

平成２７年６月３０日、法曹養成制度改革推進会議は、「法曹人口の在り

方について（検討結果取りまとめ）」において、司法試験最終合格者数を年

間１５００人程度は輩出すべきとする方針を決定する一方、「新たに養成

し、輩出される法曹の規模に関するこの取りまとめは、法曹養成制度が法曹

の質を確保しつつ多くの法曹を養成することを目的としていることに鑑み、

輩出される法曹の質の確保を考慮せずに達成されるべきものでないことに留

意する必要がある。」とし、質の確保が合格者数１５００人維持に優先する

ことを明らかにした。 

３ その後、司法試験受験者数は平成２８年６８９９人、平成２９年５９６７

人、平成３０年５２３８人、平成３１年（令和元年）４４６６人、令和２年

３７０３人、令和３年３４２４人、令和４年３０８２人と、毎年大幅に減少

する一方、最終合格者数は、平成２８年１５８３人、平成２９年１５４３

人、平成３０年１５２５人、平成３１年（令和元年）１５０２人、令和２年

１４５０人、令和３年１４２１人、令和４年１４０３人と微減にとどまり、

その結果、受験者に占める合格者の割合は、平成２８年２２．９％、平成２

９年２５．９％、平成３０年２９．１％、平成３１年（令和元年）３３．

６％、令和２年３９．２％、令和３年４１．５％、令和４年４５．５％と急

激に増加し続けている。 

令和４年の最終合格者は一昨年、昨年に続いて１５００人を下回ったが、

合格率は５割に迫り、６年前と比べて合格率はほぼ２倍に上昇している。こ
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の間に司法試験制度に大きな変更点はなく、このような異常な合格率の増加

は、質の確保より１５００人の数値目標に近付けることを優先させた結果と

推認せざるを得ない。 

４ 近年、司法試験合格者の大幅増員が続いてきた一方で、各種統計上、この

２０年間で見れば弁護士一人あたりの収入は大幅な減少傾向にある。弁護士

を取り巻く環境は年々厳しくなり、法科大学院の経済的、時間的負担などの

問題もあいまって、有為な人材が法曹界を敬遠する傾向が続いている。平成

３０年度以降の実施が見送られた法科大学院適性試験は、平成１５年度の開

始から平成２９年度まで受験者数は減少の一途であったし、法科大学院の入

学者数も平成１８年度の５７８４人をピークに大きく減少している。令和４

年度の入学者数は前年の１７２４人から１９６８人に増加したが、増加分の

多くは法曹コースが新設され大学３年生が早期卒業して入学したことによる

ものと思われ、来年以降も増加が続くと考えるのは早計である。予備試験合

格資格に基づく受験者の司法試験合格率は９７．５％と法科大学院修了資格

に基づく受験者の合格率３７．７％を圧倒しているが、予備試験受験者数も

近年伸び悩んでいる。優れた人材が供給されず、試験による選抜機能も働か

なければ、法曹の質の低下は必至である。 

５ このような質の確保に対する懸念に目を瞑り、約１４００人もの合格者数

を確保すべき事情はなく、むしろその弊害が大きい。平成１９年から平成２

５年まで毎年２０００人を超える司法試験合格者を輩出し続け、その後も平

成３１年（令和元年）まで１５００人以上を維持してきた結果、弁護士数は

既に過剰となっている。今後当分の間、高齢による弁護士の自然減は毎年５

００人程度であるから、約１４００人もの合格はより一層需給バランスを失

わせることになる。これを放置すれば、質の低下のみならず、経営難を原因

とする弁護士による不祥事の増加や、公益的活動や経済的に見合わない事件

の担い手不足などにより、弁護士に対する社会的信頼が損なわれることも懸

念される。そのような事態となったとき、最終的に不利益を受けるのは利用

者である市民である。 

６ 当会は、平成２３年２月１０日の定期総会において、司法試験合格者数激
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増によって生じた様々な歪みと弊害を是正すべく「司法試験合格者を１００

０人以下に減員すること等を求める決議」をした。その後、毎年の最終合格

者数の発表を受けて、１０００人以下に減員するよう求める会長声明を繰り

返し発してきた。 

  今後も更に約１４００人もの合格者を輩出することは、質的側面、量的側

面いずれからみても到底許容することはできない。 

７ よって当会は政府に対し、改めて司法試験合格者数を１０００人以下とす

るよう強く求める。 

以 上 

２０２２年（令和４年）９月２７日 

千葉県弁護士会 

会長 篠 崎   純 


